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円未満、85社 て49％）、5 千億円以上～1 兆円未満、29社（約17％）、1 兆円以上、27社（約15％）
など。実質上、事業（本）部制をとる企業数は、職能別組織形態の31社とその他の1 社を除く、142
社（約oZ％）である。
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無理でないかも知れぬ。一一一然しながら予 算統制は、¬－一企業管理の哲理にあ らずして、企業の
経営者に対し、思慮及決定行動を明瞭ならしむるの役立ちに過ぎないかもしれない。故にこれを経営






みずからの枠組 みの中で、予算数値 または実績数値として一意的に会計測定し ているにすぎないか
らである。」とされている（津曲直躬著『管理会計論一企業予算と直接原価計算－ 』国元書房、1977
年、84 頁お よび191 頁。）。
前記調査では、「期間予 算の本質理解」について、“経営管理の制度 一技法がその本質”とする回




なお、Horngren,CharlesT. は、「予算（budget ）は、行動計画（planofaction ）の数量的 表現であ
る。計画での調整と実践の一助であり、経営計画設定を余儀なくさせ、秩序立 たせ る主要な手立七で
ある。」とす る（CharlesT.HorngrenandGayL.Sundem,IntroductiontoManagementAccounting,PrenticeHall,9thed
。1993,p.lO.第8 版（90 ）の記 述もほぼ 同様で ある。）。また 、Hilton,Ronaldw.
は、「予算は、特定期間に諸資源を どの ように取得し、使用するかを数量的に表示する詳細計 画で
ある。」とし、予 算編成システムは、5 つ の主要な 目的をもつ として、計画設定（planning ）、コミュニ
ケーションお よび コーディネーションの促進（facilitatingcommunicationandcoordination ）、諸資源
の配分（allocatingresources ）、利益お よび業務の管理(controllingprofitandoperations) 、業績評価
お よび報奨の用意 （evaluatingperformanceandprovidingincentives ）を挙げ ている（Ronaldw.Hilton,ManagerialAccounting,2nded.,McGrawHillInc
・、1994,P.374. ）。
（O －3 ） 従来、期間予算は期間利益計画の一環として理解される場合が多 くみられた。利益
管理中心思考の助長につい ては、通産 省産業合理化審議会答申 の 丁経営 方針 遂 行のた めの利益計










ヽ またヽ 事業部をもっぱら利益追 求の手立t とみるこ
とは、企業の健全な成長を計るうえで妥当性を欠く。
（O －4 ） 前記調査で の、「短期大綱的経営計画設定 の有無」につ いては、“設定する”が、」40
社（約80 ％）、対象期間は、1 年が70 ％であった。期間予算との関連性について は、期 間予算 が、
“一環であって、かつそれを基礎とする”と、“その一環である”との合計は、73 社（約52 ％）、“基
礎とする”は、55 社（約39 ％）、“別個に編成”は、12 社（約9 ％） であった。
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（2 －1 ）Kaplan,Roberts.andAnthonyA.Atkinson は、裁量費用（discretionaryexpense ）
について、つぎのように規定している。 犬
「裁量費用は、特定期間、通常、年次での予算編成過程でされる決定に よって発生する。 一一一
一 度、承認されると、予 算 一実績費用を比較する定期的報告システ ムにより、通 常、管理される。
裁量費用支出からのアウトプットないしベ ネフイットの測定が困難なために、正 規のコスト ーベネ
フイット基準による裁量費用の評価は、通常、ほとんどされない。そめ承認は経験に富む上位管理
者の豊かな知 識に よる判 断に基づ いて される。」(RobertS;KaplanandAnthonyA.Atkinson,AdvancedManagementAccounting,2nded
・、PrinticeHall,1989,p.29. ）。
また、裁量費用センタ ー（discretionaryexpensecenters) の特質について、つぎの ように述べている。
「裁量費用センターは、産出量 が財務表示 での測定ができない業務単位、ないし消費諸資源（イ
ンプット） と達成成果とでの強度の関連性が存在しない業務 単位に対 して 適用 され る。R&D や
マ ーケティング職能に対しては、その責任部門が効率的であるかど うかを決定で きる。すなわち、R&D
につい ては、新製品お よび改善技術によって、マーケティングについては、売上高や市場浸
透度に よって、その企業 の目標に合致しているかを知ることができる。しかしながら、これら部門




要する。この種 センターの管理者は、そ の予算を＋10 ％とか、＋20 ％と変更する結果を予測するの
に最もよい地位にい る。諸活動が、諸変化に よって増強ないし低減されることが判 れば、センター












































































置を要する。こういった二元的 権限とパワー配分の均等化は、期間予算編成過 程お よび業務管理過
程において、2 つの組織単位のインタ ーフ ェイスにおけ る種々のコソフ リタトを招来することにも
なる（3-3）。このため、ツウ・ボス ーシステ ムに伴 う管理上の煩雑さを回避しつつ、マト リックス思考
の利点を部分的に享受するために、事業部間ないし事業部内での特定の横断軸を採算計算単位とし




が捉えられるに止まり、そ こでの個々事業 活動に対する採算性が不明確である場合、 とくに、事業
部内での諸職能部門 （収益ないし原価責任単位としての）に亙 る諸事業活動についての採算性を明
確にするために、管理計算上、マトリックス方式 の採用 が求められる。 この採 算単位におけ る原価
計算上の課題は、縦軸をなす階層的事業 部門において、その多 くが直接費である跡付け可能費と、
そ の多 くが間接費である跡付け不能費との一部が、横軸をなす横断的組織単位 において逆転するこ
とである。なお、 また、責任単位に関しては、管理可能費、管理不能費につい ても一部の逆転に留
意を要する。さらに、長期的 な採算性 の検討には、長期的な帰属可能原価（attributablecost ）につ
いての考慮を も要するが(3-5)、この視点は短期的予算管理の領域ではない としても、予算管理上での
諸費用項 目の分離可能性 （separability）、延期可能性（postponability）、回避可能性(avoidability ）
などについての検討は、諸費用項 目の長期帰属可能性に対す る関心とその把握 の重要性の認識の点
からも肝要である。このため、これらの視点からの原価計算 システ ムの再編成 が求められる。従来
の事業部制 の下でも関心をもたれてきた、活動基準原価計算的思考は、マトリックス制度での横断
軸をなす計算単位を考慮しての新たな計算制度の創設に よって、その機能を一層発揮できよう。















利益実現に責任を もつ 他のマネジャーに委譲す る。3.
最終的に、SBU 々ネジャーがそ のSBA での利益実現責任をも持つ のであれ ば、彼 は、そ のSBA
の一生涯について、戦略責任単位として責任を持つ ことになる。
この最後 の役割が示 すように、論理的 帰結は、二重組織構造をとることにあるのでな く、SBU を
ひとつの単位 として用いることで、企業を再編成することにあ る。」（H.IgorAnsoffandEdwardJ.McDonnell,ImplantingStrategicManagement,2nded
。PrenticeHall,1990,pp.345 －346.H. イ
コール・アソゾフ著、中村元一、黒田哲彦、崔大龍訳 『「戦略経営」の実践原理』1994 年、444 頁。）。








「戦略事業単位（SBU ） とは、将来 の戦略的商品を育成するために設け られる概念上のものであ
る。－－一事業部制組織におげ る戦略事業 単位 の認定には、つぎのような場合が考えられる。1
）事業部の取扱商品の中から戦略事業単位を認定する場合、2 ）事業部そのも のを戦略事業単位
として認定する場合、3）同一技術関連を もつ製品全体またはシステ ム商品を戦略事業単位として認
定する結果、数事業部にわたる場合、4) 経営資源の見地 より戦略事業単位を認定する場合、5 ）将
来の研究開発の方向として、重要な研究開発プロゼクトを戦略事業単位として認定する。」（今西伸
二著『事業部制 の解明一企業成長と経営組織－』マネジメント社、1988年2 月、222頁お よび225 頁。）。
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●2 つ の補完的なアプローチを、逆機能を回避す るために とりうる。
（a）/企業経営者は、利益センター間のコソフリクトが不可避であるという現実を認識して、
その発生を予想し、コンフリクトが収拾できな くなる前に解決する措置をとるべきである。
（b） 分担される（shared ） 権限／責任構造が、マトリックス構造に付帯して導入されるべ き
である。」（H.IgorAnsoff,op.cit.,pp.346 －347.前掲訳書、446 頁。）。
（3 －4 ） 事業部制でのマトリッタス思考については、以下 の事例が参考になる。
（a） サント リーは、昨年末、3 事業部で一元的管理方式 の実験を始めた。 これを全社ベ ースでの
施行 に踏 み切ることを予定している。新制度では、本社内に新設したロジスティックヤソター
に、 品目ごとに、製造、出荷計画作成から在庫の配置・管理までの全業務を一元管理する担当
者を置く。多品種少量販売で3,700 －3,800 品 目を扱 うため、予測には限界があ り、調整 も複雑
で在庫過多になり勝である。いかに意志決定を迅速化し、製造から出荷まで の期間を短縮でき
るかが在庫削減の鍵になる（日本経済新聞、1994 年12 月14 日掲載記事を要約。）。
（b）鉄鋼業においては、従来、全社的利益に関心が向け られ、（注文別）品種別損益を軽視す る傾
向にあ った。品種別の採算性を重視する方策としては、品種別事業部制を導入す るか、職能部
門別 （製鉄所別など） と同時に、品種別 の採算性を明らかにする仕組みを導入す るなどである。
たとえば、A 社は、品種別事業部制を導入するとし、 職能別組織を一 体化して、品種別の事
業に再 編。B 社は、職能別組織を再編して、品種別事業 部に切替える。C 社は、品種セ クター
制を導 入し、品種別の採算を管理す る体制を整えた。新日鉄も品種別採算性を重視す る方針を




を、〉各品 種を担当する販売部門長に、より一層 の損益に関する責任意識を持 たせることを狙い
とした管理指標とした。一方、製鉄所損益は、単に所別のコストを把握す るだけでな く、損益認













東芝での事業戦略のその後の展 開は以下 のようである。すなわち、東芝はマルチメデ ィア事
業 の立 ち上げに全社をあげて取り組むための新しい開発資金制度を発足。 社内のすべ ての事業
本部が予算の一部を拠出し、毎年 百数十億円の開発資金を確保ノ専門組織 が管理し、全社戦略
に添 う形で情報機器、通信などの各事業本部、研究所に開発予算として再 配分する。 独立採算
性の長所を維持しつつ、各事業本部の縦割りの意識を排除、マルチメディア開発競争を優位に
進めるのが狙い。マルチ メデ ィアの開発資金を一元管理するのは アドバンスドーI 事業本部で
ある( 日本経済新聞、1994 年10 月21 日掲載記事を要約。)。(d)
ソニ ーは情報通信分野などの新規事業の育成や経営体質の強化を柱 とす る、全社的 な、7 分









補注。 ソニーは、 カンパニー制を、96 年4 月の組織改正で大幅に見直すと発表した。商品ごとに
自己完結していたカンパニー機能のう ち、商品開発、営業機能は、新設す る国内営業本部、商
品開発ラボラト リーなどの本社部門に集約、一元管理す る。本社部門の権限を強化し全社横断
的事業体制を狙 う。 カンパニーの最高責任者にあたるプレジデントを副社長 クラス中心から取
／ 締役 クラスなどに切り替える( 日本経済新聞、1996 年1 月17 日掲載記事を要約。)。(3
－5) 帰属可能原価については、拙稿「帰属可能原価について」、岡本清編著『原価計算基準
の研究』国元書房、1981年、所収を参照されたい。また、岡野憲治著『現代管理会計論 の展開一 ホーング
レソ管理会計論 の研究を中心として一J森山書店、1993年、第2 章2 「帰属可能原価 情報とそ の利用」、
お よび、昆誠一著『管理会計の展開』文真堂、1994年、第6 章(2)(B)「帰属原価」での検討が的確である。
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（4 －1 ） 前記調査では、イ弾力性保持のための採用施策」は（重複回答）、1 位、ブ 期間予算の
適時点検・修正”、76 社（44 ％）、2 位、“臨時的予算外支出の容認”、71 社、3 位、“予備費の設定”、61
社、4 位、“予算の流用承認”、56 社など。
（4 －2 ） 期間予算での予算期間の長 さについては、つ ぎのように類別できよう。
●1 年 として、（1）期末まで原則として固定、（2）上期は原則として固定、年度央に修正予算を編
成、（3）第1 四半期は原則として固定、四半期ごとに修正など、
●6 ヵ刀 として、つぎの6 ヵ月 ないし以降 の（数）半期について概算など、
●3 ヵ月 として、つぎの3 ヵ月 ないし以降 の（数）四半期について概算など。
前記調査では、「期間予算の対象期間」は、“1 年 ”が、63 社（約36 ％）、“1 年だが実質6 ヵ月 ”
が、74 社べ43 ％）、“6 ヵ月”が、27 社（約16 ％） で、実質6 ヵ月 との合計は、101 社(58 ％）。残り
は、“3 ヵ月”が3 社、“1 ヵ月”が5 社な どであづた。したがって、（実質を合 め）6 ヵ月 が60 ％に
近い。 このことは、制度上の会計期間が基本的に1 年で あること、季節変動への均斉化志向、編成
・改訂手数などを考慮すれば、留意に値する。
（4 －3 ） 前記調査では、「期間予算の点検の時期」については、“定期的点検”が、133 社（約76
％、 うち、月次、66 社、四半期、35 社、半期、32 社）で、かなりの企業が行なっているのに対し
て、“原則として点検しない”は、!1 社（約6 ％）に止まる。 これに対して、「期間予算の修正の有
無」については、“差異を 生じるとみられる時点”が、51 社、“差異が著しい時点”が、23 社に対し
て、“原則として修正しない”が、93 社（約53 ％) で、過半数を占める。
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（4 －4 ） 前記調査では、「期間予算修正の障害についてのきわめて重要な問 題」に ついては
（重複回答）、1 イ立、“環境変化予測の困難性”、76社（約44 ％）、2 位、“実施済み事項の補正の困難
性”、42 社、3 位、“変更に よる不信感の醸成”、29 社、4 位、“修正に伴 う要費・手数へ28 社など。
ただし、“変更による不信感の醸成”については、“とくに障害でない”とする企業も、その回答で
の2 位（71 社）である。
（4 －5 ） 前記 調査では、「予算一実績差異分析実 施の有無」については、“実 施”が172 社（約99
％）で、 その結果の利用は（重複回答）、中間管理階層 の上 位部門では、1 位、“改善措置”、109
社（約63 ％）、2 位、“差異の報告だけ 、59 社、3 位、“予算編成等での資料”、55 社、4 位、“部門
成果評価”、54 社、5 位、“部門主管者の業績評価”、22 社など。その下位部門では、1 位、“改善措
置”、113 社（約65 ％）、2 位、“予算編成等での資料”、53 社、3 位、ノ差 異の報告だげ 、49 社、4
位、“部門成果評価”、42 社、5 位、“部門主管者の業績評価”、16 社など。























































（5 －1 ） 前記調査で、「予算編成への参加度」をみると、中間経営者層での上位部門と下位部
門とで相違がみられるノ 上位部門を基準として、参加がされている事項についての順位を みると、
以下の ようであった（重複回答）。
上位部門で、“当 部門目標・方針決定”が1 位で148 社（約85 ％)( 下位部門では、当事項は2 位で135
社）、“当 部門予算原 案作成”が2 位で139 社（1 位で144 社）、“当部門予算原 案 修正” が3 位で116
社（3 位 で122 社）であった。
また、上位部門で、“全社的目標・方針設定”が4 位で87 社であるのに対して、下 位 部門では、
“上位部門 目標・方針設定”が5 位で34 社に止まる。
したがって、中間経営者層の上位部門が、当部門に対す ると共に、より基本的に、その上階層の
計画事項への係わ りが大きいのに比して、その下位部門は、これらへの係わ りが小さい。
べ5 －2 ） 前記調査 での、「中間管理者層での上位管理者の予算委員会への参加度」 は 、60 社






社（61％）、対 照的に、“正副会長・社長が含まれない”企業が、54 社 （31 ％） であった。
（3）「予算委員会 の審議・勧告事項」は（重複回答）、1 位、“総合予算案”、147 社（約92% 、総数160









点を 併せて、予 算編成方針な どにおいて明示することが望まれる。
（2） 期間予算が、すぐれて、マネジメント・コント ロールの制度であるとし ても、基本的に、企
業全体の全管理階層に関わる、常置の制度化された管 理技法としてのその特質を有効に機能さ

















管理者層に よる経営目標・方針決定 への参加の程度や（（5 －1 ）を参照）、期間予算制度に経
営 目標・方針決定助成 といった機能を期待すること（6-1)に対しては、全般 経営層 の基本的 理念
形成のあり方が、同時に問われなけ ればならない。
企業予 算のもつ中間管理者層に係わる課題 として、さらに、予 算数値の厳格度、予算 スラッ
ク、予算 一実績差異計算・分析法、業績評価方式など、検討すべき課題も多いが、紙幅の関係
で、当稿では、5 課題に限定して検討した。
（6 －1 ） 前記調査での、「期間予算制度の機能について、極めて重視する事項バよ（重複回答）、1
位、“全社的な 目標・方針の形成助成”、120社（約69 ％）、2 位、“大綱的経営計画の実行化”、100社、3
位、“個別計画の実行化”、84 社などであった。 （1995 年10 月30 日受理）
